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横浜銀行 上海支店 

週間トピックス（2018.1.15～2018.1.19） 

電話 86-21-6877-6800  ファックス 86-21-6877-6680 

 

 

 <今週のトピックス> 

 

（１） １７年末の総人口１３．９億人、出生数は１７２３万人に減少 

 
■ 中国の総人口は２０１７年末の時点で前年末比７３７万人増の１３億９００８万人に達し

た。出生数は１７２３万人、出生率は１２．４３‰（パーミル、1000分の1）。死亡数は９８６

万人、死亡率は７．１１‰で、死亡数から出生数を差し引いた自然増減率は５．３２‰だ

った。国家統計局が１８日発表した。 

 

■ 同局は前年比での数字を明示していないが、出生数は２０１６年の１７８６万人から６３

万人減の１７２３万人となった。出生率も２０１６年の１２．９５‰から低下した。中国政府

は２０１６年１月１日付で「一人っ子政策」を全面撤廃し、すべての夫婦に対して第２子を

持つことを認めたものの、新生児の数は減少している。 

 

■ 性別の人口は、男性が７億１１３７万人（構成比５１．２％）、女性が６億７８７１万人（同４

８．８％）。１６～５９歳の生産年齢人口は前年比５４８万人減少の９億１９９万人で、総

人口の６４．９％を占めた。６０歳以上は同比１００４万人増の２億４０９０万人（１７．

３％）、６５歳以上は同比８２８万人増の１億５８３１万人（１１．４％）だった。エリア別の

常住人口は、都市部が同比２０４９万人増の８億１３４７万人。一方、農村部は同比１３１

２万人減の５億７６６１万人。都市人口が総人口に占める比率は５８．５２％と、前年から

１．１７ポイント拡大した。 

 

（２） 消費者ローン急拡大、個人向け短期融資は２０１７年に２．８倍増 

 

■ 消費者ローンが急拡大している。人民銀行が１２日発表した最新統計によると、国内金融

機関による人民元建て新規融資は２０１７年に１３兆５３００億人民元（＠１７円、２３０兆円）

と過去最高を記録。うち個人向け短期融資は１兆８３００億人民元（同、３１兆円）と、前年

比で１８１．８％の大幅な伸びを示している。 

 

■ 個人向け短期融資の急増は、消費のレベルアップなどが背景。需要が高まる中で、銀行

側も消費者向け融資に力を入れた。また、各都市で不動産向け融資が制限される中、消

費者ローンの一部が不動産市場に流れ込んだ影響もあるという。 



2 
Copyright (c) 2018 The Bank of Yokohama, Ltd. All rights reserved. 

■ 一方、個人向け中期融資の残高は２０１７年に５兆３０００億人民元（同、９０兆円）増え

たが、伸び率は前年比で７％縮小した。同融資は主に住宅ローンで構成される。不動

産引き締めの影響で融資の実行ペースが鈍化した。なお、新規融資は２００８年の時点

で４兆９１００億人民元（同、８３兆円）だったが、２０１７年にはその約３倍に当たる１３兆

５３００億人民元（同、２３０兆円）まで拡大した。金融危機後２００９年には、「４兆元（同、

６８兆円）の刺激対策」が実施される中で、新規融資が９兆５９００億人民元（同、１６３兆

円）と前年比でほぼ倍増。その後は２０１１年まで縮小が続いたが、２０１２年から増勢

に転じている。 

 

（３） 排出許可制度を明確化、管理弁法施行 
 

■ 環境保護部（環保部）はこのほど、汚染物質排出許可制度の基本規定となる「汚染物

質排出許可管理弁法（試行）」を公布、施行した。制度の根幹を成す「汚染物質排出許

可証」の発給手続きや、企業と政府当局の法的責任などを明確に定めた。 

 

■ 環保部は２０１７年８月、許可証の取得を義務付ける業種の一覧表（２０１７年版）を公

開し、食品製造や紡織、燃料加工など３２分野の７８業種と、業種に関係なく対象となる

電気めっきや汚水処理といった４工程を定めた。このうち火力発電や鉄鋼など１５分野

の企業には昨年内の取得を義務付けていたが、同部によると１５分野への発給作業は

完了し、昨年末までに全国で発給した許可証は２万枚余りに上っている。 

 

■ 今回施行された弁法は、２０１６年１２月に公布された「汚染物質排出許可証管理暫定

規定」を発展させ、内容をさらに細分化、強化したもの。汚染物質排出許可証に記載す

る項目を一部調整したり、企業の誓約や自主モニタリング、台帳記録、実施報告、情報

公開に関する制度設計を具体的に定めたりといった変更を加えた。今後、弁法と暫定

規定の間で矛盾が生じた場合は、新しい弁法の内容に準じることになる。 
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<相場情報> 

 

（為替相場） （出所： Thomson Reuters、Close Rate）  2018 年 

項目 2018/1/15 2018/1/16 2018/1/17 2018/1/18 2018/1/19 

1USD/RMB 6.4350 6.4395 6.4330 6.4175 6.3990 

1USD/JPY 110.52 110.44 111.28 111.09 110.76 

1RMB/JPY 17.1748 17.1504 17.2983 17.3105 17.3090 

1RMB/HKD 1.2157 1.2148 1.2153 1.2180 1.2215 

 

（株式市場） （出所： Thomson Reuters）  2018 年 

項目 2018/1/15 2018/1/16 2018/1/17 2018/1/18 2018/1/19 

上海 A 株 3572.01 3599.34 3607.81 3639.37 3653.13 

上海 B株 341.38 344.50 344.88 346.34 346.59 

深圳 A 株 2001.40 2015.78 2009.69 2012.23 2009.44 

深圳 B株 1190.92 1205.65 1204.42 1210.89 1210.36 

 

（人民元基準金利） （出所：中国人民銀行 2015 年 10 月 26 日改定）（年利、％）  

普通預金 定期預金 貸出 

利率 期間 利率 期間 利率 

0.35 

 

3 ヶ月 1.10 1 年 4.35 

6.3  6 ヶ月 1.30 1 年～5 年 4.75 

 1 年 1.50 5 年超 4.90 

  2 年 2.10   

 

 

以上 
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